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１．利 益

年度 前年度比

コア業務粗利益 億円 億円

資金利益 △

うち 貸出金利息 △

投信解約益 △

役務取引等利益

経 費

コア業務純益 △

投信解約益除き

実質与信関係費用 △

有価証券関係損益

当期純利益

（連結ベース） （ ） （ ）

（注 ）コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益－金融派生商品損益

 コア業務粗利益は、資金利益が

減少したものの、役務取引等利

益の増加等により前年と同水準

 コア業務純益は、創業 年記

念事業やシステム投資等の経費

が増加し前年比 △ 億円

 投信解約益除きでは、前年比

億円の増加

 子会社から銀行本体への配当金

を相殺消去するため、連結純利

益は単体を下回る 億円

年度の当期純利益（単体）は、金利低下の影響等により資金利益が減少したものの、役務取
引等利益や有価証券関係損益の増加などにより、前年比 ４億円増加し 億円となりました。

（注 ）コア業務純益＝業務純益－国債等債券損益－金融派生商品損益＋一般貸倒引当金繰入額
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２．預金・預り資産

末 末比

個 人 億円 億円

法 人

地方公共団体等 △

合 計 億円 億円

預金等の内訳

預金以外の個人預り資産残高

預金等残高は、個人および法人預金が増加し、前年比 億円プラスの ２兆 億円と
なりました。

末 末比

保 険 億円 △ 億円

投資信託

国 債 等 △

合 計 億円 △ 億円

預金以外の個人預り資産残高は、保険の満期償還等により前年比 億円減少の 億円
となりました。

億円

末 末 末 末 末

（＋ 億円）

（注）譲渡性預金を含む

預金等残高
億円
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３．貸出金

貸出金残高は、特に注力している地元中小企業向けが 億円増加した他、各部門とも増加
したことから 年３月末では １兆 億円となりました。

当行の創業 年を記念し、「地方創生応援ファンド」「米百俵・私募債ファンド」を取り扱
い、いずれも当初予定していた取扱総額を上回る実行金額となりました。

創業 年記念「地方創生応援ファンド」「米百俵・
私募債ファンド」実行金額

貸出金の内訳

末 末比

個 人 億円 億円

法 人

地元中小企業

その他（大企業等）

国・地方公共団体

合 計 億円 億円

億円

末 末 末 末 末

貸出金残高

（＋ 億円）

億円
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（注）地元中小企業：中小企業向け融資から、運用目的の貸出金・シンジケート
ローンを除いたもの（部分直接償却実施後）

ファンド総額 実行金額 ファンド総額比

地方創生応援
ファンド

億円 億円 億円

米百俵・私募債
ファンド



千先

月 月 月

４．取引基盤

平成９年（ﾋﾟｰｸ） 平成 年 月 年予想ピーク比

新潟県の総人口 万人 万人 △ 万人 万人

給与振込先数 個人取引先数

（出所）平成９年、 年 月は新潟県発表の推計人口、西暦 年予想は国立社会保障・人口問題研究所

人口減少を踏まえた取組みとして、取引基盤の拡大に継続して取り組んでおり、給与振込先数
や個人取引先数は堅調に推移しています。

千先

月 月 月

（＋ 千先）
（＋ 千先）

（注）総預金平残１万円以上の先数
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また、お客さまとの接点拡大・利便性向上にむけて、 年７月に取扱いを開始したスマート
フォンアプリ「スマホがホクギン」のご利用者も順調に増加しています。

末 末 末

千人 千人 千人

「スマホがホクギン」のご利用者

 口座開設

 残高・取引明細照会

 入出金通知

 プッシュ通知

 セブン銀行ＡＴＭでの

入出金サービス

「スマホがホクギン」のサービス



億円

億円

前年比△ 億円

前年比△

末 末 末 末 末 末

不良債権比率は、経営改善支援への徹底した取組みなどから前年比低下し、 ％となり
ました。

５．不良債権の状況

不良債権額と不良債権比率
（ ピーク ）

不良債権比率

億円

不良債権額

（注）金融再生法基準
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６ 市場運用

末 末比

債 券 億円 △ 億円

株 式

そ の 他 △ △

うち 外国債券

合 計 億円 △ 億円

有価証券評価益の内訳

有価証券残高

有価証券評価益は、株価の上昇により、株式の含み益は増加した一方、債券やその他有価証券
の含み益が減少し、全体では 億円減少の 億円となりました。
なお、外国債券については、含み益を確保しています。

海外マーケット動向等、市場環境を踏まえ、リスク管理に留意しながら、機動的な対応を
行っています。

有価証券評価益

（注）満期保有目的の債券を除く

億円
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億円

末 末 末 末 末

末 末比

債 券 億円 △ 億円

株 式

そ の 他 △

うち 外国債券 △

合 計 億円 △ 億円

７．自己資本比率

自己資本額・リスクアセット

また、グループ会社を含めた連結での自己資本比率については、 ％となりました。

連結自己資本比率

自己資本比率（単体）

末 末比

自己資本額 億円 億円

リスクアセット

単体での自己資本比率は、地元中小企業向けをはじめとする貸出金への取組強化から、リスク
アセットが増加したものの、利益確保により内部留保が増加したことから上昇し、 ％とな
りました。

末 末比

連結自己資本比率 ％ ％
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億円

末 末 末 末

自己資本比率

リスクアセット



７．自己資本比率

自己資本額・リスクアセット

また、グループ会社を含めた連結での自己資本比率については、 ％となりました。

連結自己資本比率

自己資本比率（単体）

末 末比

自己資本額 億円 億円

リスクアセット

単体での自己資本比率は、地元中小企業向けをはじめとする貸出金への取組強化から、リスク
アセットが増加したものの、利益確保により内部留保が増加したことから上昇し、 ％とな
りました。

末 末比

連結自己資本比率 ％ ％
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億円

末 末 末 末

自己資本比率

リスクアセット
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８．経営方針等

当行では、 年度からスタートした第 次長期経営計画（期間 年４月～ 年３月）に基づき、
ソリューション営業の実践と経営基盤の充実により、基礎的な収益力を高めることに注力して
おります。

経営目標

○主な施策

「最適なソリューションを通じて、お客さまとの共通価値を創出し、地元の発展に力を尽くす銀行」

法人向け

個人向け

地方創生

共 通

項 目 （ 主 な 施 策 ）

 行政・外部機関との連携による地元創生への取組

 預り資産セミナーの開催や「つみたてＮＩＳＡ」の推進等による預り資産販売
 「スマホがホクギン」を中核とした非対面営業の強化
 住宅ローン、消費者ローンの獲得推進

 ソリューション営業人材の育成（事業性評価、Ｍ＆Ａ、ＦＰ等）

 事業性評価の深掘り、地元中小企業向け融資の推進
 事業承継・Ｍ＆Ａ、販路開拓支援など、ライフステージに応じたソリューション提供
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年度目標 年度実績
目 標 比

法人役務手数料 億円 億円 億円

事業承継支援先数 先 先 先

Ｍ＆Ａ支援先数 先 先 先

販路開拓支援先数 先 先 先

県内若年層人口に占める当行取引先数の

割合

ＦＰ１級保有者数 名 名 名

９．長計の進捗状況（１年目）

•（注）県内若年層人口に占める当行取引先数の割合：当行の２０代取引先数（県外支店除き）÷新潟県内の２０代人口 （速報値）

年度目標 年度実績
目 標 比

コア業務純益（投信解約益除き） 億円 億円 億円

自己資本比率（単体）

（２）顧客営業戦略等

（１）コア業務純益・自己資本比率

第 次長期経営計画 年目は、コア業務純益（投信解約益除き）が所期の目標を上回る実績と
なり、また顧客営業戦略等においても着実な取組みをすすめております。



年度 年度 年度予想

コア業務純益 億円 億円 億円

投信解約益除き

当期純利益

（連結ベース） （ ） （ ） （ ）

．業績予想

上期・下期の見込み

上 期 下 期 計

当期純利益 億円 億円 億円
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年度通期の当期純利益は、マイナス金利の影響もあり、引き続き厳しい収益環境が予想
されますが、第 次長期経営計画に掲げた施策を着実に実行し、単体 億円・連結 億
円を見込んでいます。

中間配当 期末配当 年間配当

１株あたり配当金 円 － 円 － 円

年度の中間配当予想は、 円とさせていただきます。なお、期末配当については、平成
年 月 日付で株式会社第四銀行と共同持株会社設立による経営統合を行う予定であるた

め、現時点では未定ですが、持株会社による配当予定額の開示が可能となり次第、速やか
に公表いたします。

（注） 年度予想は、当行が現在入手している情報および合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により異なる結果となる可能性があります。



ご説明させていただいた内容および本資料についてのお問い合わせは、下記までお願いいたします。

株式会社 北越銀行 総合企画部 広報室

ＴＥＬ：０２５８－８７－００５８

ＦＡＸ：０２５８－３７－１９８６

Ｅ－ｍａｉｌ

ホームページ

お問い合わせ先

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包する
ものであり、経営環境の変化等により計画または予想の数値と異なる結果となる可能性があります。

本日は、決算説明会にご参加いただき、ありがとうございました。




